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Ⅰ. 第１次トランプ政権から現在へ

2



トランプ関税の目的

① 貿易赤字の解消⇒製造業の国内回
帰⇒雇用の拡大

② 中国との二国間競争の手段
③ 政府収入の確保
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（表1-1）大統領に発動権限が付与され
ている主な関税措置
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種類 内容 適用例 調査期間 

通商法 201条 米国国際貿易委員会（USITC）が、特
定製品の輸入が国内産業への重大な
損害要因またはその恐れとなってい
ると認定した場合、大統領は緊急輸入
制限措置（セーフガード措置）を発動
できる。 

第一次トラン
プ政権、バイ
デン政権、第
二次トランプ
政権 

あり 

通商法 301条 外国の通商慣行が貿易協定に違反し
ている場合や、不合理・差別的である
場合に、大統領の指示に従って米国通
商代表部（USTR）に輸入制限措置を
発動する権限を付与。 

第一次トラン
プ政権、バイ
デン政権、第
二次トランプ
政権（いずれ
も対中国） 

あり 

（出所）JETRO 他 



（表1-2）大統領に発動権限が付与され
ている主な関税措置
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種類 内容 適用例 調査期間 
通商拡大法 232条 ある製品の輸入が米国の安全保障を

損なう恐れがあると商務省が判断し
た場合に、当該輸入を是正するための
措置を取る権限を大統領に付与。 

第一次トラン
プ政権、バイ
デン政権、第
二次トランプ
政権 

なし 

国際緊急経済権限法
（IEEP） 

米国の国家安全保障、外交政策や経済
に対する異例かつ重大な脅威があり、
大統領が緊急事態を宣言した場合、特
定国に対し大統領権限を行使する。 

第二次トラン
プ政権 

なし 

（出所）JETRO 他 



（図1）第一次トランプ政権から第二次トラン
プ政権に至る関税の推移
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（出所）JETRO



バイデン政権の関税政策

第１次トランプ政権の対中関税を
存置。

第１次トランプ政権の離脱したTPP
への復帰なし。

WTOの上級委員会問題（2019年）
を放置。
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Ⅱ.第２次トランプ政権の関税政策
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（表2）第２次トランプ政権の関税の種
類（2025年）
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 関税の呼称 法的根拠 理由 内容 発動日 

国

別 

中国関税 国際緊急経
済権限法 
（IEEP） 

安全保障（合成
麻薬の流入防
止） 

全 輸 入 品 に
20％ 

2/4発動 
3/4 税率引き
上げ 

カナダ・メキシコ
関税 

IEEP 安全保障（合成
麻薬の流入防
止、不法移民の
防止） 

全 輸 入 品 に
20％ 
カナダ産エネ
ルギーは 10％ 

3/4発動 
3/6 例外措置
導入 

分

野

別

全

世

界 

自動車関税 通商拡大法
232 条 

安全保障 自動車・部品
に 25％ 

4/3 自動車発
動 
5/3部品発動 

鉄鋼・アルミ関税 通商拡大法
232 条 

安全保障 鉄鋼・アルミ
製品と加工製
品に 25％ 

3/12 発動 

半導体・医薬品・木
材・銅・航空機など
への関税 

通商拡大法
232 条か 

安全保障 検討中 検討中 

全

世

界 

「相互関税」 IEEP 安全保障（産業
の空洞化、サプ
ライチェーンの
脆弱化） 

一律 10％＋国
ごとに上乗せ
税率 

4/9完全発動 
4/10 上乗せ部
分を凍結（中
国を除く） 

 



（表3）「相互関税」の国別関税率
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（出所）日経新聞



「相互関税」

実態は相手国との「相互」ではなく、
米国の一方的な措置。

関税率は「貿易赤字÷輸入額
×100÷2」で計算。

但し、米国が二国間貿易収支で黒字
国（英国他）に対しても10％は課税。
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（表4）米中の関税率合戦（2025年）

日にち 内容 

2 月 4日 米国：中国から全ての輸入品に 10％の追加関税を課す。 
2 月 10 日 中国：LNG、石炭などに最大 15％の追加関税を課す。 
3 月 4日 米国：追加関税を 20％に上げる。 
3 月 10 日 中国：大豆、トウモロコシなどに最大 15％の追加関税 
4 月 2日 米国：中国に 34％の「相互関税」（追加関税と合計で 54％）を課す。 
4 月 4日 中国：米国に 34％の報復関税を課す。 
4 月 9日 米国：「相互関税」を 84％（合計 104％）に上げる。 
4 月 10 日 中国：報復関税を 84％に上げる。 
4 月 10 日 米国：「相互関税」を 125％（合計 145％）に上げる 
4 月 11 日 中国：報復関税を 125％に上げる。 
5月 10～11日 米中閣僚級協議 
5 月 14 日 米国：「相互関税」を 10％（合計 30％）に下げる。（90日間） 

中国：報復関税を 10％に下げる。（90日間） 
LNG、石炭、大豆、トウモロコシなどの追加関税は据え置き。 
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Ⅲ.トランプ関税の効果（シミュレー
ション）

13



アジア経済研究所（IDE-JETRO）による
トランプ関税の影響のシミュレーション
 アジア経済研究所（JETRO-IDE）は、トランプ関税の世界経済に与える効果の
シミュレーションを行った（熊谷他（2025））。

 使用したモデルは同研究所が開発した経済地理シミュレーションモデル（IDE-
GSM）。

 関税シナリオ──4月2日に米国が発表した国別関税率を適用する。ただし、自
動車産業に対してはこの関税を適用せず、別途25％の追加関税を課す。また、
中国に対しては、第２次トランプ政権発足後に導入された20％の追加関税にさ
らに相互関税が加わる（自動車産業では20％＋25％の45％）。メキシコ・カナ
ダについては、すべての財に米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）が適用さ
れるとみなし、この関税や自動車産業への追加関税を行わない。その他、国別
の関税率が公表されていない国については4月5日に発効した10％の追加関税を
仮定する。各国から米国への報復関税は仮定しない。
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（表）相互関税の世界経済への影響
（2027年時点）
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